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都道府県名

１．庁内全体の受援調整
（単位：市町村数）

区分

定めている 33 97.1% 29 85.3% 32 94.1%

定めていない 1 2.9% 5 14.7% 2 5.9%

２．各受援対象業務

①災害マネジメント
（単位：市町村数）

区分

定めている 33 97.1% 33 97.1% 33 97.1% 32 94.1%

定めていない 1 2.9% 1 2.9% 1 2.9% 2 5.9%

②避難所運営
（単位：市町村数）

区分

定めている 33 97.1% 33 97.1% 33 97.1% 33 97.1%

定めていない 1 2.9% 1 2.9% 1 2.9% 1 2.9%

③支援物資
（単位：市町村数）

区分

定めている 32 94.1% 32 94.1% 32 94.1% 30 88.2%

定めていない 2 5.9% 2 5.9% 2 5.9% 4 11.8%

④災害廃棄物の処理
（単位：市町村数）

区分

定めている 34 100.0% 34 100.0% 33 97.1% 32 94.1%

定めていない 0 0.0% 0 0.0% 1 2.9% 2 5.9%

⑤住家の被害認定調査・罹災証明書の交付
（単位：市町村数）

区分

定めている 34 100.0% 34 100.0% 34 100.0% 34 100.0%

定めていない 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

⑥被災者支援・相談
（単位：市町村数）

区分

定めている 29 85.3% 29 85.3% 28 82.4% 29 85.3%

定めていない 5 14.7% 5 14.7% 6 17.6% 5 14.7%

３．上記１及び２について定めていない主な理由

重点受援県内市町村における受援体制の整備状況について

高知県

(1)庁内全体の受援を
調整する担当組織
（担当者）

（2）左記１（1）の担
当者の２名以上選
定

（3）左記１（1）の担当
組織（担当者）の役割

※各項目は、内閣府（防災）が策定する「市町村のための人的応援の受入れに関する受援計画作成の手引き
（令和３年６月）」を参考に受援体制の整備状況を調査したものである（以下同じ）。

(1)受援担当者の選
定

(２)応援職員を受け
入れて実施する業務
の整理

(３)執務スペースの確
保

(４)業務に必要な資
機材の準備

(1)受援担当者の選
定

(２)応援職員を受け
入れて実施する業務
の整理

(３)執務スペースの確
保

(４)業務に必要な資
機材の準備

(1)受援担当者の選
定

(２)応援職員を受け
入れて実施する業務
の整理

(３)執務スペースの確
保

(４)業務に必要な資
機材の準備

(1)受援担当者の選
定

(２)応援職員を受け
入れて実施する業務
の整理

(３)執務スペースの確
保

(４)業務に必要な資
機材の準備

(1)受援担当者の選
定

(２)応援職員を受け
入れて実施する業務
の整理

(３)執務スペースの確
保

(４)業務に必要な資
機材の準備

(1)受援担当者の選
定

(２)応援職員を受け
入れて実施する業務
の整理

(３)執務スペースの確
保

(４)業務に必要な資
機材の準備

15

資料２－２（高知県）



高知県南海トラフ地震応急対策活動要領 第１編 基本対策編

40

③ 発災後の職員再配置

ア 部局間の調整

各部局（主管課）は、想定以上に業務が集中し、部局内で職員が不足する場合又は

不足することが予想される場合には、人事課に職員の応援要請を行う。

人事課は、各部局と調整し対応可能な職員を把握し、災害対策本部事務局と応急

対策業務の実施状況などの情報を共有し、職員の再配置先の決定を行う。

配置先の決定にあたっては、必要人員・配置先・業務内容・期間等について具体的

に調整を行うものとする。

また、応援を受ける部は、事前に応急対策業務のマニュアル等の作成を行うなど、

適切な受入体制を整えるほか、早期の応援解除に努める。

イ 任命権者が異なる部局間の応援

任命権者が異なる知事部局、教育委員会、公営企業局との間で職員の応援を行う

際には、上記の手順に準じて実施するものとし、それぞれの人事担当部署は、平常

時から、南海トラフ地震による災害発生時の職員の応援に関して、その調整方法や

手順を確認しておく。

ウ 市町村への応援

市町村への職員の派遣については、市町村振興課が市町村からの要請をとりまと

め、原則として人事課と調整を行いながら速やかに派遣を行う。市町村庁舎などが

被災し、市町村機能が著しく低下していると判断される場合は、市町村からの要請

を待つことなく、職員の派遣を行うものとする。

なお、発災初期は市町村機能が低下し、市町村の人的支援ニーズの把握が困難と

なることが想定されることから、必要に応じて各災害対策支部から市町村リエゾン

等を派遣し管内市町村人的支援のニーズを把握のうえ、市町村支援要員を派遣する。

市町村支援要員は各災害対策支部管内の職員を充てることを基本とするが、各支部

管内で要員が不足する場合には、災害対策本部事務局及び人事課において、本庁各

課の特命班の職員を中心に職員の派遣調整を行う。

エ 退職者等の活用

応急対策業務にあたる職員不足を補うため、人事課と連携して退職者等の活用を

検討する。

④ 他県からの応援の受入れ

ア 他県からの応援の受入れに関する基本的な考え方

発災後速やかに国や他の地方公共団体、指定行政機関、指定公共機関、民間企業、

NPOやボランティアなどの各種団体から、人的・物的資源などの支援・提供を受け、

効率的に活用するため、あらかじめ受援に関する計画を策定しておくことが必要と

なる。

【高知県資料１】
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■ 地域の防災力の向上を図るため、平成26年度に地域本部を県内５つのブロックに設置（令和5年度に「総合
防災対策推進地域本部」に名称を変更）

■ 発災時には「災害対策支部の運営」、平常時は「市町村の災害対策の支援」や「災害対策支部の運営体
制の強化」等を図っている。

拠

拠

広域拠点(４箇所)：室戸広域公園、青少年センター（香南市）
　　　春野総合運動公園、宿毛市総合運動公園

地域拠点(４箇所)：安芸市総合運動場、高知大学医学部
　四万十緑林公園、土佐清水総合公園

【
高
知
県
資
料
２
】

高知県災害対策支部（総合防災対策推進地域本部）と総合防災拠点の体制

各地域本部は災害対策支部として活動
■地域本部長 が災害対策支部長
■総合防災拠点の運営　等

安芸地域本部

中央東地域本部中央西地域本部

須崎地域本部

幡多地域本部

本
部

拠
拠

拠

拠
拠

拠
拠

発
災拠

安芸市

南国市いの町

須崎市

四万十市

11
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幡多災害対策支部

市町村支援班 運営マニュアル

令和５年４月
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1

１．市町村支援班の役割

市町村支援班では、市町村で行う災害対応業務の円滑な実施を支援するため、発災後直

ちに「市町村連絡員」を各市町村に配備させるとともに、市町村の被害状況や対応状況等

やフェーズに応じて、「市町村リエゾン」、「市町村支援要員」の派遣を行う。

なお、「市町村支援班長」は災害対策支部事務室にて市町村連絡員、市町村リエゾン、市

町村支援要員の配備・派遣体制の確保・派遣調整など、班の業務を統括する。

それぞれの担当業務は以下のとおりである。

１ 市町村支援班長

① 市町村連絡員の配備体制の確保

・市町村連絡員の配備状況の確認、把握

・市町村連絡員の職務環境の確保

・市町村連絡員の勤務ローテーションの決定

② 市町村リエゾンの派遣体制の確保

・市町村リエゾンの派遣の検討

・市町村リエゾンの職務環境の確保

・市町村リエゾンの勤務ローテーションの決定

③ 市町村支援要員の派遣体制の確保

・市町村支援要員の派遣の検討

・市町村支援要員の職務環境の確保

２ 市町村連絡員

① 市町村で入手した情報等の県災害対策本部への報告（支部へも共有）

・各市町村での人的・物的被害等の状況

・市町村災害対策本部の態勢・対応状況（災害対策本部会議の情報）

・市町村災害対策本部からの支援ニーズ

② 県災害対策本部からの依頼事項等の市町村災害対策本部への伝達

③ 高知県総合防災情報システムへの入力支援（代理入力）

３ 市町村リエゾン

① 市町村災害対策本部へ参画し、必要に応じ助言等を実施

② 市町村の支援ニーズの把握と調整

③ 市町村支援のための県庁各課や関係機関等との連絡調整

４ 市町村支援要員（市町村の指揮下で市町村業務を実施）

①市町村災害対策本部（事務局）運営要員

②避難所運営支援要員

③物資集積仕分け搬送要員 など
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2

２．市町村支援班の体制

①構成

市町村支援班長（地域産業振興監）、市町村連絡員、市町村リエゾン、市町村支援要員

にて構成する。

市町村支援班長は災害対策支部事務室で、市町村連絡員、市町村リエゾン、市町村支

援要員の派遣の調整や配備体制の確保など班の業務を統括する。

市町村連絡員、市町村リエゾン、市町村支援要員の選任については、即応性の観点よ

り、まずは支部管内出先事務所等の職員から選任することを基本とするが、継続的な支

援のため、必要に応じて県災害対策本部から人的支援の調整を行うこととする。

市町村連絡員、市町村リエゾン、市町村支援要員の選任や派遣手順、装備品等につい

ては下記のとおりとする。

■市町村連絡員

■市町村リエゾン

項 目 内 容

選 任 初動要員として毎年度当初に支部管内の出先事務所等から支部長が選任（各市

町村２名）。交替要員等については発災後の状況に応じて派遣体制を検討。

派遣手順
発災後、直ちに各市町村連絡員はあらかじめ定められた市町村の災害対策本部

が設置される庁舎に参集。

装備品等

平時より使用している企画員保有のＰＣ等を使用するものとする。

県災害対策本部・支部との通信については、市町村の許可を得た上で、市町村

所有の通信機器を使用。

食料等は極力各自持参とするが、持参が出来なかった場合やその後の供給等に

ついては支部に要請し支部にて対応を検討。

項 目 内 容

選 任 支部管内の出先事務所等の補佐・次長級職員から支部長が選任。

支部管内での選任が困難な場合は県災害対策本部へ人員確保の調整を依頼。

派遣手順

被害甚大な市町村で、より積極的な支援の必要があると県が判断した場合や市

町村から支援の要請があった場合に、市町村リエゾンとして派遣。（派遣する市

町村の決定は県災害対策本部と協議の上決定）

装備品等

市町村連絡員の装備品を使用するが、状況に応じて必要となった資機材等につ

いては支部へ要請し支部で対応を検討。

食料等については派遣時に支部で準備したものを持参し、供給等が必要な場合

は支部に要請し支部で対応を検討。
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3

■市町村支援要員

②市町村支援班長の職及び職務代理

市町村支援班長は以下の優先順位１の職員とする。

優先順位１の者が事故等で不在の場合には、優先順位２以下のその場にいる最優先順

位の職員とする。

なお、以下の表に記載された者が不在の場合は、災害対策支部事務室に参集している

支部要員の中から幡多災害対策支部長が指名する。

項 目 内 容

選 任 支部管内の出先事務所等の職員(支部要員含む）から支部長が選任。
支部管内での選任が困難な場合は県災害対策本部へ人員確保の調整を依頼。

派遣手順
市町村からの支援の要請等に基づき、支部長が選任した職員を支援要員として

派遣。（派遣する市町村の決定は県災害対策本部と協議の上決定）

装備品等

市町村の指揮下で業務を行うこととなることから、業務を行う上で必要となる

装備については市町村の貸与となるが、必要に応じて支部で確保。

食料等については派遣時に支部で準備したものを持参するものとし、供給等が

必要な場合は支部に要請、支部で対応を検討。

優先順位 災害対策支部における役職名 所属・職名

１ 市町村支援班長 産業振興推進幡多地域本部 地域産業振興監

２ 総括班員 地域支援企画員（総括）
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